
















Universalversammlung, I’assemblee general reunissant tous les actionnaires （ス
イス）, assemblea totalitaria （イタリア）, junta universal （スペイン〉と呼ばれて
いる。



























































され，更なる形式が定款によって要求されなし、』と述べ，この見解は， In Re 





（その 4）」 『海外商事法務』 118号44頁。
(2）〔1920]1 Ch. 466. 
- 93ー
Oxted Motor C~~» において支持された。従ってイギリス法においては，全株
主の出席によって招集通知の形式の遵守を放棄することができることは，判例
上確立しているO
(b) アメリカ法 Scranton Axle & Spring Co. v. Scranton Board of Trade 
は，ベγシルバニア州最高裁判所の判例であるが，全員出席総会を肯定するo















(C) ドイツ法 通説，判例によれば， 1965年株式法121条以下の招集権者，
公告並に招集期間に関する招集手続の規定の趣旨は，株主に株主総会への参加
を可能にすることにあるから，すべての株主が総会の開催に同意し，議案が示
(3）〔1921コ3K. B. 32. (4) 113 Atl. 838 (1921）。（5) 137 S. E. 217 (1927). 
(6) Fletcher' Cyclopedia of the Law of Private Corporations 1952 Vol. 5 § 2011. 
(7) Baumbach-Rueck Aktiengesetze, 13 Aufl. 1968, § 121 Rn 10等。


























(9) Godin-Wilhelmi, Aktiengesetz, Bd. I, 4. Aufl., 1971, § 121 Anm. 13. 
(10) Ripert-Roblot, Traite elementaire de droit commercial, 7e, ed., 1972, n° 1214. 
(1) Cfr. G. C. FrιValidita delle assemblea totalitaire e responsabilita penale degli 
ammimistratori ? in Riv. dir. comm., 1932, IL p. 168 e segg. 


























(13) Garrigues-Uria, Commentario a la Ley de Sociedades Anonimas Torno I, 6.8 
ed .1953, p. 534; Alonso, La Ley de Sociedades Anonimas, 1969, p. 232. 



















(1) 河村『前掲書』 54頁，境一郎『注釈会社法（4）』 29頁等。スイスでも書面決議はでき
ず，かような定款は無効であるとされている。 Steiger,Das Recht der Aktiengesell-
schaft, 1970, S. 181. 
(2) イギリス Parkerand Cooper, Limited v. Reading 〔1926) Ch. 975. アメリカ























(5) スイスでも同様の趣旨の判決が存在している。 BGE86 IT 95, Praxis 46 Nr. 107. 
(6) 高鳥正夫「株主総会の招集」『会社法の諸問題』 281頁。西原「株主総会の運日l
『株式会社法講座』 3巻873頁。 Garriguesy Uria, op. cit., p. 535. 
(7) Vd. Alonso, op. cit., p. 234. 
(8) 中村一彦「議決権行使の代理人資格を株主に限定する定款規定の効力についての再
論」 「法政理論』 6巻 l号l頁参照。
(9) 大森忠夫「議決権」 『株式会社法講座（3）』 878頁。菅原菊志『注釈会社法（4）』 113頁
等。
刷 ドイツでも株式法 140条 1項が，議決権なき優先株式は，議決権を除くあらゆる権
利を有する（従って招集通知を受ける権利・参与権を含む）と規定している関係上，全
員出席総会にも無議決権株主の出席は必要であると解されている。 Godin-Wilhelmi,
a. a. 0., § 121 Anm 13, § 140 Anm 2.イタリアでも同様に解されている。 Com-
mentario del Codice civile a cura di Antonio Scialoja e Giuseppe Branca, 


























(12) 同旨，田中（誠） 『前掲書』 168頁，升本『前掲書』 104頁。
(13) スペインの学説も同様に解する。 Garriguesy Uria, op. cit., p. 537. 反対菅原菊































れている（Baumbach-Rueck,a. a. 0., § 121 Rn 10; Godin-Wilhelmi, a. a. 0., 































題は生じない。執行委員会と監査役会（directoire et conseil de surveillance）を採
用する場合には，執行委員会の構成員又は単独総支配人（directoire 民尚ralunique) 
は，株主でなくともよいので（120条3項〉，問題が生じるが，その場合の法律効果に


























































































ない（Steiger,a. a. 0., S. 285.）。フランスにおいて1867年法34条のもとでは，株
主総会に計算検査役（commissairesaux comptes）を招集すべきことを直接定めた
規定はなく，計算検査役自身が総会へ出席することは，必ずしも強制されないものと









会の決議を無効とした判例が存在している（Trib.Torino 15, giungo 1954, in Guist. 
civ. 1964 I, 1874 (Ferri, Le societa 1971, p. 420注（9）。


























































































































ω 高鳥『前掲書』 281頁。境『前掲書』 125頁。スペインでも，議事録で出席者の名簿
を明らかにすることが必要であると解されている。 Alonso,op. cit., p. 233. 































す何ものもな＼，＼~と判決した（Sharp v. Dawes (1876) 2 Q. B. D. 26）。一人の株
主が，他の三名の委任状を所有して出席しでも， meetingではないと判決した同様の
ケースが存在する（Inre Sanitary Carbon Co.〔1877)W.N. 233）。これに対して





から，この場合には，総会が有効に成立すると判決した。 Inre London Flats Ltd. 








る。 Palmer’SCompamy Law, 21 ed., 1968, p. 477. 
アメリカを見ると，デラウェア制定法の下では基本定款又は法律によって，オノ、ィ
オ制定法の下では規定なくして，一人株主が定足数を構成することができる。 Lattin,
On Corpoations, 1959, p. 303. ミネソタ州で判決された Morrillv. Little Falls 
Manuf'g Co., 55 N. W. 547(1893）で， MitchellJ.は， 『出席数がたんに一人か，
又は一人以上であるか否かは重要ではない。他の事件でしぶしぶたどられた Sharpv. 





ている点は注意しなければならない（cf.Morrill v. Little Fanuf'g Co. 62 N. W. 
548 (1895）。
ドイツの通説・判例によれば，株主総会はただ一人の社員が出席した時にも，決議
官包力はある。 Hans-Michael,Die Einmanngesellschaft als atypische Gesellchafts-
form im deutschen und franzosischen Recht, Dissertation, 1969, S. 53. 
1936年改正前のスイス債務法では，出席株主の最少数を規定していなかったので，
議論が生じていた（Vgl.Schneebeli, Die Einmanngesellschaft,1934, S. 24日．〉。 通
説・判例は，一人の株主が出席しても，株主総会は決議能力があると解していたが
(Schneebeli, a. a. 0., S. 68 f.), Versammlungの語義より否定する少数説が存在
していた（Schneebeli,a. a. 0., S. 68）。
フランスでは，株主総会にただ一人の株主が出席し，多数決，定足数の要件を満た
すと，決議は有効と解されている。 Paris,19 juillet 1935, D. H. 1935, 561 (Ripent-

















イタリアの学説（Brunetli,Trattato del diritto delle societえ I,1948, p. 310 ; 
Amatucci, La societa unipersonali e ilproblema della qualificazione del rapporto 
giuridico, in Riv. trim. dir. proc. civ, Vol. XIX (1964) I. 133, 162 SS.), ~！＇. I]例




terminiめであるとしづ少数説（Scalfi,1 c. d. rapporti interni nelle societa con un 
solo socio e la successione dell'unico azionista, in Rivista dell diritto commer-
ciale, 1950, I, p. 56, 58）が存在する。
スペインでも一人の出席した総会が有効か否かについては議論が分れている。 Ber-
dejo, La junta general con asistencia de un solo socio, Rivista de Derecho 
おiercantilVol. 37, 1964, pags. 256 y sig. 
(51) 同旨，大本利一「一人会社の法律学的考察」 『山口商学雑誌12巻63頁， 43頁。
52) Cf. Palmer’s Company law, Fourth Cumulative Supplement to the Twenty-First 




















exposici6n de motives de la Ley de 17 de julio de 1951 : en Alonso, La Ley de 
Sociedades An6nimas, 1969, pags. 20 y 21）ことになった。 Vid.Pascual y Domingo, 
Sociedades unipersonales, en Rivista General de Legislaci合1y Jurisprudencia, 
1947, pags. 507 y sigs.; Barea, La Sociedad de un solo socio, en Rivista de Der-
echo Mercantil, 1964, pags. 7 y sigs. 
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